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受託研究契約書
　受託者　学校法人昭和大学（以下｢甲｣という。）と、委託者、○△□株式会社（以下｢乙｣という。）は、以下のとおり受託研究契約を締結する。
第１条　甲は、乙の委託により次の受託研究を実施するものとする。
　(1) 研究題目
　(2) 研究の目的
      及び内容
　(3) 研究期間
令和　 年　 月　 日～令和　 年　 月　 日
　(4) 受託研究費
　　　　　　　　　円（消費税を含む）
　(5) 研究責任者
第２条　乙は、前条第４号の受託研究費を令和　 年　 月　 日までに、甲の指定　　　する銀行口座に振込むものとする。
第３条　やむを得ない事由により当該受託研究を中止し又は受託研究期間を延長する必要がある場合は、甲乙協議のうえ決定するものとする。
第４条　甲は、乙が一旦納入した受託研究費については、これを返還しないものと　　　する。ただし、前条により当該受託研究の中止を認める場合は、この限りでない。
第５条　乙は、当該受託研究を一方的に中止することはできないものとする。
第６条　甲は、当該受託研究が終了したときは、速やかにその結果を乙に通知する　　　ものとする。
第７条　受託研究費により取得した機器材料等は、甲に帰属するものとする。
第８条　受託研究の結果生じた特許権、実用新案権、その他これに準ずる権利並び　　　に考案、意匠、著作物、ノウハウ等の取り扱いについては、甲乙協議のうえ決定するものとする。
第９条　前条の規定は、外国における特許権等の出願についても適用する。
第10条　甲及び乙は、当該受託研究によって得られた研究成果について公表する。ただし、公表の時期、方法、内容等については、事前に相手方の承諾を得るものとする。
第11条　乙は、当該受託研究の実施中に紛争が生じた場合は、全てその責任を負　　　　うものとする。ただし、甲が次の各号の一に該当することが明らかな場合はこの限りではない。
　 (1) 故意または重大な過失による場合
　 (2) 乙の依頼した試験内容から著しく逸脱した試験を実施した場合
第12条　この契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ決定するものと　　　　する。
　以上の契約の証として、本書2通を作成し、甲乙各1通を保有するものとする。

令和　 年　 月　 日





甲　東京都品川区旗の台一丁目5番8号




　　　      学校法人昭和大学　　　　    





　　　理事長　　小口　勝司　　印





乙　東京都品川区○丁目△番□号




　　　　　　     ○△□株式会社　　　　        





　　　代表取締役　○山　×雄　　印

